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第１章 プランの策定にあたって 
 

１ プラン策定の趣旨 

本市は、お互いを理解し尊重する心豊かな社会の実現を目指し、総合的かつ計画的な施策

を推進するため、平成 20年３月に「シェアリング（わかちあい）しもつけ－下野市男女共同

参画プラン－」を策定しました。 

現プランによる各種施策の推進や平成 25年３月に策定した「下野市配偶者等からの暴力対

策基本計画」の被害防止に向けた取組や関係機関との連携により、男女共同参画は着実に進

展していますが、プラン策定から７年が経過し、その間、国の男女共同参画基本計画（第３

次）策定、配偶者暴力防止法の改正、ワーク・ライフ・バランス憲章の改定、女性の活躍促

進に向けた取組など、男女共同参画を取り巻く環境は大きく変化してきています。 

また、人口減尐社会の到来や尐子高齢化、核家族化の進展により、子育てや介護等、家庭

や地域でのお互いに助け合い支え合う機能が弱まるなど社会構造が変化していることにより、

労働力人口の減尐や非正規労働者の増加、貧困格差の拡大といった現代社会の課題が挙げら

れます。 

経済面においては、バブル経済崩壊後の低成長などにより産業構造が大きく変化している

とともに、事業のグローバル化に伴って、終身雇用制度の崩壊など我が国特有の雇用慣行の

変化等、企業や雇用を取り巻く環境も変化しています。 

さらに、世帯構成においては、単独世帯や共働き世帯の増加が続く一方で、家計面で、二

人以上の世帯のうち勤労世帯における男性世帯主の収入が減尐しています。こうした変化の

中で、経済成長の担い手としての女性の可能性が注目され、多様な経験や価値観が反映され

た新たな市場の開拓などが期待されています。特に、職業生活において女性がその個性と能

力を十分に発揮して活躍することが一層重要となっていることから、平成 27年８月に「女性

の職業生活における活躍の推進に関する法律（女性活躍推進法）」が制定され、女性の職業生

活における活躍を迅速かつ重点的に推進する方向が定められました。この法律により、市町

村は国が定める基本方針を勘案し、市町村における女性の職業生活における活躍の推進に関

する施策についての計画を定めることが努力義務となります。 

こうした男女共同参画を取り巻く社会情勢に対応し、男女が共に支え合い、個性と能力を

十分に発揮して、共に輝きながら心豊かに暮らすことができる地域づくりを目指し、「下野市

男女共同参画プラン（第二次）」を策定するものとします。 

プラン策定にあたっては、時代の潮流や市民意識の変化に応じ、目標設定や方向性の見直

しを行うとともに、これまでの取組を評価・検証し、継続する施策、新たな展開を図る施策

等を具体的に検討していくものとします。 

なお、同年男女共同参画に関する基本理念を定めた「下野市だれもが輝く男女共同参画社

会づくり条例」が策定されることから、その内容を踏まえた上でプランを策定するものとし

ます。  
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２ プランの基本的な考え方 

プランについては、男女共同参画社会の実現に向けた課題の整理とその取組の方向性及び

施策の内容を示すものとし、次に掲げることを基本に策定するものとします。また、計画策

定の段階から多くの市民参画の機会を設けながら進めるものとします。 

 

（１）「男女共同参画社会基本法」第 14条第３項に基づく「市町村男女共同参画計画」です。 

（２）「女性の職業生活における活躍の推進に関する法律」に基づき、下野市における女性の

活躍を促進するための施策を盛り込んだプランです。 

（３）「下野市総合計画」との整合を図ったプランです。 

（４）国及び栃木県の男女共同参画に関する計画を勘案したプランです。 

（５）「下野市だれもが輝く男女共同参画社会づくり条例」の基本理念に基づいたプランです。 

（６）市民アンケート調査を実施することにより、男女共同参画に係る市民の現状や意見を

把握し、調査結果により抽出された課題について施策に反映させるものとします。 

 

■プランの位置づけ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

下野市男女共同参画プラン（第二次） 

計画期間：平成 28 年度～平成 32 年度 

下野市だれもが輝く男女共同参画社会づくり条例 

（平成 28 年４月１日施行） 

第二次下野市総合計画・基本構想 
前期基本計画：平成 28 年度～平成 32 年度 

下野市配偶者等からの暴力対策基本計画 

計画期間：平成 25 年度～平成 29 年度 

女性の職業生活における活躍の推進に

関する法律 

男女共同参画社会基本法 
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３ プランの期間 

このプランの期間は、平成 28年度から 32年度までの５年間とします。 

ただし、社会情勢の変化や本計画の進捗状況等を考慮し、必要に応じてプランの見直しを

行うものとします。 

■プランの期間 

 Ｈ20 Ｈ21 Ｈ22 Ｈ23 H24 H25 H26 H27 H28 H29 H30 H31 H32 

下野市男女共同参画

プラン 

             

第一次プラン 第二次プラン（５か年） 

     評価、改訂    評価、改訂 

下野市だれもが輝く

男女共同参画社会づ

くり条例 

        

条例施行 

下野市配偶者等から

の暴力対策基本計画 

    
 （５か年） 

次期計画 

（３か年） 

 

４ プランの策定体制 

このプランは、次のような体制により策定しました。 

■プランの策定体制 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

 

・男女共同参画社会を実現するための基本

的な計画の策定、施策の総合的な推進 

・男女共同参画社会を実現するために必要

な事項 

 

・男女共同参画社会を実現するための

具体的施策の協議及び連絡調整 

・男女共同参画社会を実現するために

必要な事項 

推進本部 

 

市民参加 

幹事会 

 

・男女共同参画社会の実現に係る調査

事務等 

部 会 

指示 報告 

 

・男女共同参画プランの策定に

係る調査、検討 

・男女共同参画に関する施策の

推進及び啓発 

・男女共同参画社会の実現のた

めに必要な事項 

男女共同参画推進委員会 

 

・市民アンケート調査 

・広報、インターネットを活用

した情報発信 

・推進委員会委員の公募 

・パブリックコメント 

・市民説明会 

市 民 

事務局（市民協働推進課） 

報告 

意見 
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５ 男女共同参画を取り巻く近年の動き 

現在の我が国における男女共同参画の取組は、平成 22 年（2010 年）12 月に閣議決定され

た「第３次男女共同参画基本計画」に基づき推進されています。この計画では、実効性の高

いアクション・プランとするため、15 の重点分野において「成果目標」が掲げられました。

また、平成 27年（2015年）に新たな「第４次男女共同参画基本計画」が策定されています。 

栃木県では、平成 23 年（2011 年）３月に策定された「とちぎ男女共同参画プラン（三期

計画）」に基づき各種男女共同参画に係る取組が推進されています。栃木県においても、「と

ちぎ男女共同参画プラン（四期計画）」の策定に向けて、取組が進められています。 

■第一次プラン策定以降の男女共同参画を取り巻く社会の動向 

 世界の動き 日本の動き 栃木県の動き 下野市の取組 

2009 

（平成 21） 
 

・「育児・介護休業法」改

正 

  

2010 

（平成 22） 

・第 54 回国連婦人の地位

委員会（「北京＋15」記

念会合） 

（ニューヨーク） 

・「第３次男女共同参画基

本計画」策定 

・「ワーク・ライフ・バラ

ンス憲章」改定 

  

2011 

（平成 23） 

・UN Women（ジェンダー

平等と女性のエンパワ

ーメントのための国連

機関）正式発足 

 

・「とちぎ男女共同参画プ

ラン（三期計画）」策定

［H23～27］ 

・とちぎ男女共同参画セン

ター開所 

・「下野市男女共同参画プ

ラン市民意識調査」実施 

2012 

（平成 24） 

・第 56 回国連婦人の地位

委員会「自然災害におけ

るジェンダー平等と女

性のエンパワーメント」

決議案採択 

 

・配偶者からの暴力の防止

及び被害者の保護に関す

る基本計画（第２次改定

版）策定［H24～28］ 

 

2013 

（平成 25） 
 

・「日本再興戦略」策定 

・「配偶者からの暴力の防

止及び被害者の保護に

関する法律」改正 

 ・「下野市配偶者等からの

暴力対策基本計画」策

定［H25～29］ 

2014 

（平成 26） 

 

・すべての女性が輝く社

会づくり本部の設置 

・「すべての女性が輝く政

策パッケージ」策定 

・「仕事と介護の両立支

援」のポータルサイト

開設 

・「とちぎ男女共同参画プラ

ン（四期計画）」策定に向

けた意識調査の実施 

・「下野市男性も女性も共

に輝く社会づくりに関

するアンケート調査」実

施 

2015 

（平成 27） 

・第 58 回国連婦人の地位

委員会（「北京＋20」記

念会合） 

（ニューヨーク） 

・「女性のチャレンジ応援

プラン」策定 

・「食料・農業・農村基本

計画」閣議決定 

・「第４次男女共同参画基

本計画」閣議決定 

・「女性の職業生活におけ

る活躍の推進に関する

法律」成立 

 ・「下野市だれもが輝く男

女共同参画社会づくり

条例」検討 
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第２章 下野市の男女共同参画の状況 
 

１ 統計資料等からみる下野市の状況 

（１）人口・世帯の状況 

下野市の人口は微増傾向にありますが、今後は緩やかに減尐していくことが見込まれてい

ます。年齢３区分別人口をみると、0～14歳の年尐人口及び 15～64歳の生産年齢人口は減尐

しており、65歳以上の高齢者人口は増加していることから、下野市においても尐子・高齢化

が進行していることがうかがえます。 

■年齢３区分別人口の推移 

 

資料：平成 22年までは国勢調査、平成 27年以降は市総合計画 

■年齢３区分別人口構成比の推移 

 

資料：平成 22年までは国勢調査、平成 27年以降は市総合計画 

  

10,119 9,993 9,426 8,825 8,360 8,251 8,142 8,032 7,952 7,871

37,654 39,057 39,869 39,174 37,985 37,670 37,355 37,040 36,734 36,427

6,934 8,376 9,790 11,300 13,124 13,453 13,781 14,110 14,298 14,487

54,709 57,447 59,132 59,483 59,469 59,374 59,278 59,182 58,984 58,785

0

20,000

40,000

60,000

80,000

平成7年 平成12年 平成17年 平成22年 平成27年 平成28年 平成29年 平成30年 平成31年 平成32年

実績値 推計値

（人）

0～14歳 15～64歳 65歳以上

18.5 17.4 16.0 14.9 14.1 13.9 13.7 13.6 13.5 13.4

68.8 68.0 67.5 66.1 63.9 63.4 63.0 62.6 62.3 62.0

12.7 14.6 16.6 19.1 22.1 22.7 23.2 23.8 24.2 24.6

0%

20%

40%

60%

80%

100%

平成7年 平成12年 平成17年 平成22年 平成27年 平成28年 平成29年 平成30年 平成31年 平成32年

実績値 推計値

0～14歳 15～64歳 65歳以上
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94.8

98.6

98.1

85 95 105 115

全国

栃木県

下野市

05001,0001,5002,0002,500

0～4歳

5～9歳

10～14歳

15～19歳

20～24歳

25～29歳

30～34歳

35～39歳

40～44歳

45～49歳

50～54歳

55～59歳

60～64歳

65～69歳

70～74歳

75～79歳

80～84歳

85～89歳

90歳以上

男性（29,580人）

（人）
0 500 1,000 1,500 2,000 2,500

0～4歳

5～9歳

10～14歳

15～19歳

20～24歳

25～29歳

30～34歳

35～39歳

40～44歳

45～49歳

50～54歳

55～59歳

60～64歳

65～69歳

70～74歳

75～79歳

80～84歳

85～89歳

90歳以上

女性（30,081 人）

（人）

平成 22年の国勢調査の結果から年齢３区分別人口をみると、全国、栃木県に比べて下野市

では０～14歳の年尐人口割合が高いにも関わらず、65歳以上の高齢者人口割合も高くなって

います。このことから、下野市は 15～64歳の生産年齢人口割合が低いことがうかがえます。 

下野市の人口性比は女性 100に対し男性 98.1と、若干ではありますが女性が多くなってい

ます。 

また、日本創成会議の人口問題検討分科会の試算によれば、下野市の 2040年における「20

～39歳女性」の将来推計人口は、50％以上減尐と試算された「消滅可能性都市」には該当し

ていませんが、大都市圏等への人口移動が収まった場合では 35.1％減尐し、収まらない場合

では 36.4％減尐すると試算されています。 

■年齢３区分別人口割合（全国・栃木県比較）   ■人口性比（全国・栃木県比較） 

※女性を 100 とした場合の男性の比率 

 

 

 

 

 

 

 

資料：国勢調査（平成 22年）                 資料：国勢調査（平成 22年） 

 

下野市の人口を５歳階級別にみると、40～44 歳が最も多く、次いで 60～64 歳となってい

ます。また、男女別にみると、30歳代以下で女性よりも男性が多くなっています。高齢期で

は、男性に比べて女性の平均寿命が長いため、70歳以上で女性が男性を上回っています。 

■５歳階級別人口ピラミッド（男女別） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

資料：栃木県毎月人口調査（平成 25年 10月１日現在） 

14.3 

14.6 

14.9 

69.0 

69.4 

66.1 

16.7 

16.0 

19.1 

0% 20% 40% 60% 80% 100%

全国

栃木県

下野市

０～14歳 15～64歳 65歳以上
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58.6

59.7

58.4

19.8

20.9

24.0

21.6

19.4

17.7

0% 20% 40% 60% 80% 100%

平成12年

平成17年

平成22年

核家族世帯 単独世帯 その他の世帯

世帯数の推移をみると、年々増加しており、平成 26 年 10 月１日現在で 21,625 世帯となっ

ています。一方で、一世帯あたり人員の推移をみると、平成 26年現在で 2.76人と年々減尐し

ており、世帯の尐人数化が進行していることがうかがえます。 

また、国勢調査の結果から世帯の状況をみると、徐々に単独世帯（世帯人員が１人の世帯）

の割合が増加しているものの、全国、栃木県に比べると低い割合となっています。一方、核家

族世帯の割合は全国、栃木県に比べると高くなっていることが特徴です。 

■世帯数と一世帯あたり人員の推移 

 

資料：平成 7年～平成 22年は国勢調査、平成 26年は栃木県毎月人口調査（10月１日現在） 

■平成 22 年世帯構成比（全国・栃木県比較） 

 

 

 

 

 

 

 

 

資料：国勢調査（平成 22年） 

■下野市の世帯構成比の推移 

 

 

 

 

 

 

 

資料：国勢調査  

16,333
17,859

19,315 20,501 21,6253.35

3.22

3.06

2.90

2.76
2.60

2.80

3.00

3.20

3.40

3.60
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（２）婚姻・離婚の状況 

婚姻件数は、平成 25 年で 246 件と、平成 23 年にやや減尐したものの、微増傾向にありま

す。離婚件数は平成 21年から平成 24年にかけて 100件前後で推移してきたものの、平成 25

年では 80件と減尐しています。 

男女別の未婚率をみると、平成 12 年と平成 22 年を比較して、男女ともにすべての年代で

未婚率が増加しています。男性では 30歳代後半から 40歳代前半、女性では 30歳代の未婚率

がこの 10年間で高まっており、晩婚化の傾向がうかがえます。 

■婚姻件数の推移              ■離婚件数の推移 

 

 

 

 

 

 

 

 

資料：栃木県人口動態統計                   資料：栃木県人口動態統計 

 

■女性の年齢別未婚率の推移           ■男性の年齢別未婚率の推移 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

資料：国勢調査                                             資料：国勢調査 
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1.32 
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1.37 
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1.39 
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1.43
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全国
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下野市

  

（３）福祉等の状況 

下野市の出生数は、近年 500人を上回って推移しています。 

出生率は、平成 24 年に若干減尐したものの、平成 25 年には 8.7‰（千分率）となってい

ます。また、栃木県の出生率と比較すると、いずれの年も県の値を上回って推移しています。 

15 歳から 49 歳までの一人の女性が一生の間に生むと推測される子どもの数を示す合計特

殊出生率は、全国、栃木県、下野市いずれも増加傾向にあります。下野市は全国、栃木県に

比べるとやや下回って推移しているものの、平成 25 年にはほぼ同水準まで増加しています。 

■出生数及び出生率の推移（栃木県比較） 

 
資料：栃木県人口動態統計 

■合計特殊出生率の推移（全国・栃木県比較） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

資料：栃木県人口動態統計 

 

介護保険における認定率（65 歳以上の被保険

者に占める要支援・要介護認定者の割合）は、

年々増加しており、何らかの支援や介護が必要

な高齢者が増加していることがうかがえます。 
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■要介護認定率の推移 

 

 

 

 

 

 

 

資料：介護保険事業状況報告（９月記載分） 
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【第２次産業】
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【第３次産業】

全国
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（４）就業の状況 

女性の年齢別労働力率を全国、栃木県と比較すると、いずれも 20 代後半から 30 代前半に

かけて低下し、年齢が上がるにつれて再び上昇するＭ字曲線を描いています。全国、栃木県

に比べて、本市では 30歳代後半から 40歳代の労働力率がより低くなっています。 

また、既婚女性のみに着目してみると、全国に比べて本市では 20歳代から 30歳代では「家

事」に従事している割合がやや低くなっています。 

■女性の年齢別労働力率（全国、栃木県比較）  ■既婚女性の家事従事者の割合（全国比較） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

資料：国勢調査（平成 22年）               資料：国勢調査（平成 22年） 

※15 歳以上人口に占める「非労働力人口」のうち「家事」（自分の家

で主に炊事や育児などの家事をしていた）者の割合を示している。 

産業分類別就業者数の男女比をみると、本市では全国、栃木県と比較して第２次産業で男

性の割合が高くなっています。第３次産業では女性の割合が高く、50％を超えています。 

雇用者の雇用形態の状況をみると、男性では「正規の職員・従業員」が 85.8％と最も多く

の割合を占めていますが、女性では「パート・アルバイト・その他」が 50.4％と半数以上を

占めています。 

■産業分類別就業者数の男女比（全国、栃木県比較）■男女別雇用者の状況（全国、栃木県比較） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

資料：国勢調査（平成 22年）              資料：国勢調査（平成 22年） 
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（５）審議会等委員への女性の登用状況 

付属機関（法令設置）への女性登用率は平成 26 年４月時点で 33.6％となっており、この

１年で大きく増加しています。また、栃木県と比較すると、ほぼ同じ状況となっています。 

■審議会等委員への女性の登用率の推移（栃木県比較） 

 

資料：地方公共団体における男女共同参画社会の形成又は女性に関する施策の推進状況 

 

市職員の管理職への女性登用率は平成 26年４月時点で 5.6％となっています。 

■下野市職員管理職への女性の登用率の推移 
 

 

資料：地方公共団体における男女共同参画社会の形成又は女性に関する施策の推進状況 
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２ 市民意識調査結果からみる現状と課題 

（１）調査の概要 

市民の男女共同参画に関する意識や実態を把握するため、アンケート調査を実施しました。 

＜市民意識調査の実施概要＞ 

 内容 

対  象 下野市に居住している 18歳以上の市民 2,000人を無作為に抽出 

調査期間 平成 27年２月 13日から２月 28日まで（３月９日回収分まで反映） 

調査方法 調査票による本人記入方式。郵送による配布、郵送による回収 

有効回収数 666（回収率：33.3％） 

※グラフ中の「ｎ」とは、Number of Casesの略で、各設問に該当する回答者総数を表します。 

 

（２）調査結果 

①男女の平等感について 

あらゆる分野における男女の平等感について、“男性優遇”、“男女平等”、“女性優遇”に分

けてみていくと、“男女平等”が最も多いのは、[（ウ）学校教育の場]で 61.6％、次いで[（オ）

法律や制度の上]が 32.6％、[（キ）自治会活動などの地域活動の場]が 31.5％となっていま

す。“男性優遇”が最も多いのは、[（エ）政治の場]で 71.3％、次いで[（カ）社会通念・慣

習・しきたりなど]が 69.5％、[（ク）社会全体]が 67.0％となっています。一方、“女性優遇”

は[（ア）家庭生活]で 10.7％と１割を超えている以外は１割に満たない回答となっています。 

■あらゆる分野における男女平等感 

  （n=666）

（ク）社会全体

（ア）家庭生活

（イ）職場

（ウ）学校教育の場

（エ）政治の場

（オ）法律や制度の上

（カ）社会通念・慣習・
      しきたりなど

（キ）自治会活動など
　　　の地域活動の場

13.5

21.2

3.5

33.2

14.4

25.2

10.5

16.2

37.7

40.2

8.9

38.1

26.0

44.3

34.5

50.8

24.2

21.5

61.6

11.6

32.6

11.4

31.5

12.2

7.4

1.7

2.1

1.4

3.6

1.1

2.3

2.7

3.3

0.5

1.4

0.2

1.1

0.9

0.6

1.4

7.5

8.4

15.9

9.3

15.8

9.8

13.8

10.8

6.5

6.6

6.8

6.3

6.6

7.4

6.8

6.0

0% 20% 40% 60% 80% 100%
男性の方が優遇されている どちらかと言えば男性の方が優遇されている
平等になっている どちらかと言えば女性の方が優遇されている
女性の方が優遇されている わからない
無回答
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②政策・方針決定過程や地域活動への女性の参画について 

政策・方針決定の場への女性の参画については、「特に男女の比率にはこだわらない」が

34.7％と、男女の比率にこだわらない人が最も多くなっている一方で、「もう尐し女性が増え

たほうがよい」や「男女半々くらいまで女性が増えたほうがよい」と、女性が増えたほうが

よいと感じている割合が 38.0％と、女性の参画を望む割合が多くなっています。 

■市の審議会や委員会等の委員の女性の割合について 

 

 

現在参加している地域活動の現状については、[（ウ）集会などの時には、女性がお茶くみ

や片づけをしている]以外の項目では「そう思わない」が最も多くなっており、男女が共に地

域活動に参画している状況となっています。 

■現在参加している地域活動の現状 
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7.5

21.0

19.8

21.9

17.0

15.8

18.0

34.7

40.3

30.5

12.3

7.0

16.9

1.5

0.7

2.2

3.6

3.4

3.0

0% 20% 40% 60% 80% 100%

全体（n=666）

【性別】

男性（n=298）

女性（n=361）

今のままでよい
もう少し女性が増えたほうがよい
男女半々くらいまで女性が増えたほうがよい
特に男女の比率にはこだわらない
わからない
その他
無回答

（ア）催し物の企画等は主
　　　に男性が決定する

（イ）地域活動は男性が
　　　取り仕切る

（ウ）集会などの時には、
　　　女性がお茶くみや片
　　　づけをしている

（エ）女性は役職につきた
　　　がらない

（オ）女性が発言すること
　　　は少ない

（カ）実質的な活動はほと
　　　んど女性が参加する

24.6

27.9

46.2

32.4

20.4

21.9

38.7

37.5

19.2

33.3

45.6

32.7

24.3

24.3

24.6

18.6

23.1

32.4

6.0

5.1

3.6

9.0

4.5

6.6

6.3

5.1

6.3

6.6

6.3

6.3

0% 20% 40% 60% 80% 100%

（n=333）

そう思う そう思わない どちらでもない わからない 無回答
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③市の事業の認知度と利用状況 

市の事業の認知度については、[（エ）広報しもつけへの掲載（男女共同参画に関するコー

ナー）]で「知っている」が 35.4％と最も多く、次いで「（ア）男女共同参画講演会・映画会

（年１回開催）」が 14.9％となっています。 

利用状況についても、[（エ）広報しもつけへの掲載（男女共同参画に関するコーナー）]で「参

加して（読んで）いる、参加して（読んで）みたい」が 38.0％と最も多く、[（ア）男女共同参

画講演会・映画会（年１回開催）]と[（イ）男女共同参画情報紙シェアリング（年２回発行）]

が２割台となっています。 

■市の事業の認知度 

 

■市の事業の利用状況 

 

 

  

（n=666）

（ア）男女共同参画講演会・映画会
　　　（年１回開催）

（イ）男女共同参画情報紙シェアリ
　　　ング（年２回発行）

（ウ）男女共同参画週間パネル展
　　　（年１回開催）

（エ）広報しもつけへの掲載（男女
　　　共同参画に関するコーナー）

14.9

8.6

4.8

35.4

77.0

81.4

86.0

56.5

8.1

10.1

9.2

8.1

0% 20% 40% 60% 80% 100%

知っている 知らない 無回答

（n=666）

（ア）男女共同参画講演会・映画会
　　　（年１回開催）

（イ）男女共同参画情報紙シェアリ
　　　ング（年２回発行）

（ウ）男女共同参画週間パネル展
　　　（年１回開催）

（エ）広報しもつけへの掲載（男女
　　　共同参画に関するコーナー）

23.9

21.9

16.7

38.0

51.5

53.3

59.2

38.7

24.6

24.8

24.2

23.3

0% 20% 40% 60% 80% 100%

参加して（読んで）いる、参加して（読んで）みたい
参加したい（読みたい）とは思わない
無回答
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④固定的な性別役割分担意識について 

下野市において、「夫は外で働き、妻は家庭を守るべきである」という考え方について、“賛

成である（「どちらかと言えば賛成である」と「賛成である」を合わせた割合）”が 23.2％、

“反対である（「どちらかと言えば反対である」と「反対である」を合わせた割合）”が 30.4％、

と、反対する割合が多くなっており、固定的な役割分担意識について否定的な市民が多くな

っています。 

■「夫は外で働き、妻は家庭を守るべきである」という考え方について 

 

家事の役割分担について、理想としては「夫・妻が分け合って行う」が 46.5％と最も多く

なっているものの、現実では「主に妻が行い、夫も一部手伝う」や「主に妻が行う」を合わ

せた“妻が行う”が 72.5％と大半を占めており、固定的な役割分担に基づく行動をとってい

る人が多く、理想と現実でのギャップが大きくなっています。 

■家事（掃除・洗濯・食事の支度・食事の後片づけ）の役割分担の理想と現実 

 

 

5.6

5.4

7.0

5.9

4.4

4.6

17.6

15.9

22.5

20.1

13.3

12.7

42.8

41.7

44.0

42.8

42.7

41.5

17.0

17.7

14.4

14.1

19.1

20.6

13.4

10.6

8.7

9.2

17.2

11.7

3.8

8.7

3.4

7.9

3.3

8.9

0% 20% 40% 60% 80% 100%

【全体】

今回調査（n=666）

前回調査（n=710）

【男性】

今回調査（n=298）

前回調査（n=304）

【女性】

今回調査（n=361）

前回調査（n=393）

賛成である どちらかと言えば賛成である

どちらとも言えない どちらかと言えば反対である

反対である 無回答

0.6

0.6

0.3

1.8

46.5

14.5

27.0

37.1

4.8

35.4

5.7

2.3

1.1

0.6

14.0

7.8

0% 20% 40% 60% 80% 100%

①理想（n=666）

②現実（n=512）

主に夫が行う 主に夫が行い、妻も一部手伝う
夫・妻が分け合って行う 主に妻が行い、夫も一部手伝う
主に妻が行う どちらか気づいた方が行う
その他 無回答
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⑤女性の望ましい働き方について 

女性の望ましい働き方の意識では、「子どもができたら仕事を辞め、子どもが大きくなった

ら再び仕事を持つ方がよい」が 35.4％と最も多くなっています。しかし、「子どもができた

らパートタイムなどに切り替える方がよい」と「子どもができてもフルタイムで仕事を続け

る方がよい」を合わせると 39.5％となっており、その差は 4.1ポイントと、就労継続を希望

する割合が再就職を希望する割合を上回っています。性別にみると、男性の差が 2.3 ポイン

ト、女性の差が 5.5 ポイントとなっていることから、女性自身は就労継続を希望している割

合が男性に比べて高い傾向にあることがうかがえます。 

■女性の望ましい働き方 

 

 

  

3.5

2.7

4.2

4.2

5.4

3.3

35.4

38.6

33.0

13.5

13.4

13.6

26.0

27.5

24.9

0.6

1.0

0.3

12.9

9.1

16.3

3.9

2.3

4.4

0% 20% 40% 60% 80% 100%

全体（n=666）

【性別】

男性（n=298）

女性（n=361）

結婚するまでは仕事を持つ方がよい
子どもができるまでは仕事を持つ方がよい
子どもができたら仕事を辞め、子どもが大きくなったら再び仕事を持つ方がよい
子どもができたらパートなどに切り替える方がよい
子どもができてもフルタイムで仕事を続ける方がよい
女性は仕事を持たない方がよい
その他
無回答
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⑥市が力を入れるべきことについて 

男女が共に活躍し、輝く社会づくりを行うために市が力を入れることとして、「保育の施

設・サービスや、高齢者や病人の施設・サービスを充実させる」が 63.5％と最も多く、前回

調査と比較しても 14.2 ポイント増加しています。次いで、「学校教育や社会教育の場で、男

女の平等と相互の理解についての学習を充実させる」が 39.5％、「広報紙やパンフレットな

どで、男女の平等と相互の理解についての学習を充実させる」が 24.6％となっています。 

■男性も女性も共に輝く社会をつくるため、市が力を入れるべきこと 

 

 

  

●リーダーの養成など女性の人材育成を推進する

●各国の女性との交流や情報提供など、国際交
　 流を推進する

●その他

●無回答

●保育の施設・サービスや、高齢者や病人の施
　 設・サービスを充実させる

●ひとり親家庭に対する自立支援を徹底する

●ドメスティック・バイオレンス等に関する相談窓
　 口や保護機関を設置する

●職場における男女の均等な取り扱いについて、
　 周知徹底させる

●審議会などの政策・方針決定過程に女性を積
　 極的に登用する

●市の条例化などを促進し、具体的な実践目標を
　 定める

●広報紙やパンフレットなどで、男女の平等と相
　 互の理解や協力についてＰＲする

●学校教育や社会教育の場で、男女の平等と相
　 互の理解についての学習を充実させる

21.5

24.6

39.5

63.5

16.5

14.7

20.6

10.5

13.2

5.7

2.1

6.9

21.8

24.5

39.0

49.3

16.9

10.6

18.9

10.6

12.8

5.9

1.5

11.1

0 20 40 60 80 100

今回調査（n=666） 前回調査（n=710）

%
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（３）調査結果からみえる課題 

調査結果からみえる課題を第一次プランの３つの基本目標に沿って取りまとめました。 

 

基本目標Ⅰ 互いに思いやる人権の尊重と男女共同参画の意識づくり 

【男女がともに家事を分担するための側面的な支援の推進】 

男女平等や男女共同参画への意識については、依然、共働きであっても、男性よりも女性へ

家事・育児等の負担がかかっている【現状】はあるものの、【理想】の姿としては「夫・妻が

分け合って行う」が最も多くなっていることから、男女平等や男女共同参画の意識に基づき、

家事分担を実践するための側面的な支援（企業への制度周知・制度の利用促進等）が求めら

れています。 

【情報紙シェアリングを活用した分かりやすい周知・啓発の推進】 

男女共同参画に関する言葉への認知度は高まっているものの、依然として低い割合となって

いることから、内容まで理解してもらえるよう、分かりやすい周知・啓発に努める必要があ

ります。その際、広報しもつけに比べて情報紙シェアリングの認知度は低いため、内容の充

実に努める必要があります。 

【すべての世代に対する多様な学習機会の場の確保】 

下野市においては、学校教育の場では男女平等感が県調査と比較しても高いため、子どもの

ころに養われた男女平等や男女共同参画意識がライフステージの中で一層醸成されていくよ

う努めるとともに、特に、男女共同参画に対する「無関心層」への働きかけとして、生涯学

習や社会教育など多様な学習機会の場を確保し、周知していくことが必要です。 

【若年層に向けた男女共同参画に関する事業の検討】 

現在、市で実施している男女共同参画に関する事業に対しては、若年層の認知度が低く、ま

た参加意向も低いため、内容の検討が必要です。 

 

基本目標Ⅱ 男女がともに個性や能力を発揮できる社会環境づくり 

【ワーク・ライフ・バランスが達成できる環境づくり】 

「仕事」と「家庭生活」と「個人の生活」をともに優先したいという意向があるにもかかわ

らず、男女ともに仕事や家庭生活を優先せざるを得ない状況となっています。 

【保育施設等の充実】 

女性の望ましい働き方の意識では、再就職を希望する割合が 35.4％と最も多くなっていま

す。しかし、正社員での継続だけではなくパートタイムへの切り替えも含めると、就業を継

続する割合が再就職を希望する割合を上回っています。また、現在働いていない方の理由と

して、特に女性で家事や育児の負担を理由に挙げている割合が高くなっています。しかし、

今後、働きたいという希望があることから、男女が共に子育てをしながら働き続けるととも

に、結婚や出産を機に離職したとしても再就職できるよう、保育施設等の充実・職場の理解、

労働時間の短縮化等を行う必要があります。 
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【職場環境の整備、制度の周知・利用促進】 

今後、男女が共に、家事、育児、介護、地域活動に積極的に参加するためには、“働き方を変

えること”が最も重要だと考えている方が多くなっていますが、コミュニケーションや男性

の意識が重要であるとの回答も多くなっています。そのため、雇用者と労働者双方に対する

理解の促進と、それを支援するための制度の周知や利用促進を図ることが必要です。 

【政策方針決定過程への参画に向けた環境づくり】 

政策・方針決定の場への女性参画については、男女の比率にこだわらない人が多くなってい

る一方で、女性が増えたほうがよいと感じている人も少なくありません。そのためには、「男

女の比率が偏らないように積極的に女性に参加してもらうこと」が挙げられていることから、

男女ともに、個人の能力や適性に応じた参画が図られるような環境をさまざまな場面でつく

っていく必要があります。 

【男女がともに参画する地域活動の場づくり、活動者の増加に向けた企業の協力の促進】 

下野市の地域活動については、男女が共に活動の運営に関わり、女性も役職につき、発言をし

ている一方で、実際の活動では男女間で意識に差があります。また、地域活動を活性化してい

くためには、就労環境の改善が重要であるとの回答が高いことから、企業の協力が必要です。 

 

基本目標Ⅲ 男女が平等に安心して健康で豊かに暮らせる生活環境づくり 

【介護者支援の充実、健康づくりの実施】 

育児だけでなく、老後への生活に対しても丌安が高まっており、介護など男女が協力して高

齢者の生活を支えていける体制だけでなく、ワーク・ライフ・バランスの延長線上にある人

生を、心身ともに健康的に過ごせる環境づくりと、安心して生活していけるための支援を行

うことが求められています。 

【子育てサービス・高齢者福祉サービスの充実】 

男女が共に輝く社会づくりを進めていくために、市が力を入れる施策として、「子育てを支援

するための保育施設や保育サービス及び高齢者施設や高齢者福祉サービスを充実させる」こ

とへの要望が高まっていることから、個別計画と連携しながら、より一層サービスの充実に

努める必要があります。 

【若年層に向けたドメスティック・バイオレンスの周知、相談窓口の周知・充実】 

ドメスティック・バイオレンス（以下「ＤＶ」という。）の被害経験がある人は少なからずみ

られます。このうち、身体的暴力といった目に見える暴力だけでなく、精神的暴力等が増え

てきており、加害側も自己の行為を暴力と認識せず、無意識のうちにＤＶの危害を加えてい

る可能性が懸念されます。また、ＤＶの被害を受けた場合に適切に対処できるよう、若い世

代からＤＶそのものへの認識を深めていく必要があるとともに、相談体制の整備・相談窓口

の周知が重要となっています。 

【女性の就業につながる事業の実施】 

市が実施する男性も女性も共に輝く社会づくりに関する事業で、参加してみたいと思うもの

について、特に女性で就業につながる事業への参加意向が高くなっており、本市では子育て

後の就業を希望する割合が高いことから、就業につながる講座が有効です。 
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３ 第一次プランの推進状況 

（１）事業の進捗状況 

現在の「シェアリング（わかちあい）しもつけ－下野市男女共同参画プラン－」では、３

つの基本目標に基づき、男女共同参画に関する事業を推進してきました。平成 20 年度から 26

年度までの７年間の各事業の進捗状況の総括は以下のとおりです。 

   ＜評価基準＞  ※担当課評価は、平成 26年度時点の評価を最終評価としています。 

  Ａ評価・・・男女共同参画の視点を取り入れている。 

  Ｂ評価・・・男女共同参画の視点をやや取り入れている。 

  Ｃ評価・・・男女共同参画の視点が丌足している。 

 

基本目標Ⅰ 互いに思いやる人権の尊重と男女共同参画の意識づくり 

 

施策の方向 
Ａ評価 

達成率 

評価 

Ａ評価 Ｂ評価 Ｃ評価 

Ⅰ-１ 男女平等意識の確立 100.0％ 16 0 0 

Ⅰ-２ 固定的な性別役割分担意識の

解消 
100.0％ 10 0 0 

Ⅰ-３ 国際的な視点からの男女共同

参画の推進 
100.0％ 7 0 0 

【基本目標Ⅰの総括】 

基本目標Ⅰの評価をみると、すべての事業でＡ評価となっています。 

「Ⅰ-１ 男女平等意識の確立」では、すべての事業でＡ評価となっています。小中学校で

は、人権教育やキャリア教育において男女共同参画の視点に立った教育を実施するとともに、

性教育では、発達段階に応じた指導を実施しました。一般市民対象として、「リプロダクティ

ブ・ヘルス／ライツ※1」の啓発に努めたものの、市民の認知度は低くなっており、さらなる

周知が課題となっています。また、毎年度、市民との協働により、男女共同参画のつどいや

人権教育講演会を実施し、広く市民に対して男女共同参画に関する学習機会を提供しました。

さらに、庁内の刊行物等の表現は男女共同参画の視点から表現を留意しているものの、市民

に対してメディア・リテラシー※2の向上に向けた啓発が課題となっています。 

「Ⅰ-２ 固定的な性別役割分担意識の解消」では、すべての事業でＡ評価となっています。

広報しもつけの男女共同参画コーナー、男女共同参画週間のパネル展示や情報紙シェアリン

                                                   
※1 リプロダクティブ・ヘルス／ライツ（Reproductive Health and Rights）：性と生殖に関する健康と権利と

訳され、女性が生涯にわたって身体的、精神的、社会的に良好な状態であることをリプロダクティブ・ヘ

ルスと呼びます。このリプロダクティブ・ヘルスを享受する権利をリプロダクティブ・ライツといいま

す。 
※2 メディア・リテラシー（media literacy）：メディアの仕組み伝達される情報を理解し、実際に使いこなす

能力のことです。 
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グを活用し、男女共同参画に関する情報の提供や社会制度・慣行の是正に努めました。男女

共同参画に関する用語の認知度や固定的な性別役割分担意識への反対意識もこの５年間で増

加していることから、一定の評価が得られています。しかし、依然として、市民の中ではあ

らゆる分野において固定的な役割分担意識に基づいた活動がなされていることから、引き続

き解消に向けた取組を推進することが重要です。 

「Ⅰ-３ 国際的な視点からの男女共同参画の推進」では、すべての事業でＡ評価となって

います。常に男女共同参画に関する情報収集に努めるとともに、国際交流を積極的に行い、

国際的な視点からの男女共同参画の意識向上に努めました。しかし、アンケートにおいて市

民の関心が低い分野であることから、市民に関心を持ってもらえるような取組を行うことが

重要です。 

 

 

基本目標Ⅱ 男女がともに個性や能力を発揮できる社会環境づくり 

 

施策の方向 
Ａ評価 

達成率 

評価 

Ａ評価 Ｂ評価 Ｃ評価 

Ⅱ-１ 男女がともに築く家庭生活の

実現 
46.2％ 6 7 0 

Ⅱ-２ 職場での男女平等の推進 55.6％ 5 4 0 

Ⅱ-３ 意思決定の場への女性の参画

拡大 
85.7％ 12 2 0 

Ⅱ-４ 男女がともに参画し責任を共

有する地域社会づくりの促進 
85.7％ 6 1 0 

【基本目標Ⅱの総括】 

基本目標Ⅱの評価をみると、多くの事業でＡ評価となっているものの、施策の方向によっ

てはＢ評価が見られます。 

「Ⅱ-１ 男女がともに築く家庭生活の実現」では、約半数の事業でＡ評価となっています。

各種パンフレットや冊子などを配布・設置することでワーク・ライフ・バランスに関する情

報提供や啓発活動を実施してきましたが、より多くの市民や企業への周知が課題として残っ

ていることから、半数程度がＢ評価となっています。育児・介護休業法やワーク・ライフ・

バランスなどの用語の認知度は増加していることから、今後は制度の利用を希望する市民が

利用できることや、市民が望むワーク・ライフ・バランスを推進できる環境づくりに努める

ことが必要です。併せて、事業主への効果的な周知方法の検討も重要です。 

「Ⅱ-２ 職場での男女平等の推進」では、約半数の事業でＡ評価となっています。各種パ

ンフレットや冊子などを配布・設置することで均等な雇用機会と待遇の確保や女性の能力が

活かせる職場・環境の整備を企業に働きかけてきましたが、より多くの市民や企業への周知

が課題として残っていることから、半数程度がＢ評価となっています。男女雇用機会均等法

自体の認知度は増加しているものの、内容まで知っている割合が減尐していることから、よ

り効果的な周知を行う必要があります。また、農業・商工自営業の分野では、女性の活躍は
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促進されているものの、固定的な性別役割分担意識の是正につながっているかの確認を行う

ことが重要です。 

「Ⅱ-３ 意思決定の場への女性の参画拡大」では、ほぼすべての事業でＡ評価となってい

ます。審議会等の女性委員の割合を 30％以上にすることを目標に掲げており、各課において、

それぞれ推進を図った結果、平成 26 年４月１日現在で 33.6％と目標達成に至っています。

しかし、女性がいない審議会等が見られるため、引き続き推進することが必要です。また、

女性リーダーの養成や家族経営協定の周知が課題として残っていることから、２事業がＢ評

価となっています。引き続き、あらゆる分野における女性の活躍の促進に向けて、意思決定

の場への女性の参画を進めることが必要です。 

「Ⅱ-４ 男女がともに参画し責任を共有する地域社会づくりの促進」では、ほぼすべての

事業でＡ評価となっています。地域の各種活動において、男女ともに積極的に参画できる環

境づくりを進めました。しかし、地域活動において、男女双方の会員の増強が課題として残

っていることから、１事業がＢ評価となっています。地域活動における性別役割分担意識の

是正については、平等と感じている割合が増加しているものの、男性優遇の割合も増加して

いることから、さらなる推進が必要となっています。また、女性団体の活動支援を行ってい

ますが、団員の減尐が課題となっているため、団体間の連携支援が必要となっています。 

 

 

基本目標Ⅲ 男女が平等に安心して健康で豊かに暮らせる生活環境づくり 

 

施策の方向 
Ａ評価 

達成率 

評価 

Ａ評価 Ｂ評価 Ｃ評価 

Ⅲ-１ 生涯を通じた健康の保持と増

進 
85.7％ 6 1 0 

Ⅲ-２ 子育て支援環境の充実 83.3％ 10 2 0 

Ⅲ-３ 男女間のあらゆる暴力の根絶 57.1％ 8 6 0 

Ⅲ-４ 生涯学習の充実 70.0％ 7 3 0 

Ⅲ-５ 高齢者や障害者が安心して暮

らせる環境の整備 
61.5％ 8 5 0 

Ⅲ-６ 地域コミュニティ活性化の推

進 
80.0％ 4 1 0 

【基本目標Ⅲの総括】 

基本目標Ⅲの評価をみると、多くの事業でＡ評価となっているものの、施策の方向によっ

てはＢ評価が見られます。 

「Ⅲ-１ 生涯を通じた健康の保持と増進」では、ほぼすべての事業でＡ評価となっていま

す。各種検診については受診率の向上に努めるとともに、健康づくりのための各種講座を実

施しました。しかし、健康づくり活動において、参加者に男女の偏りがあることや若年層の

参加が尐ないことが課題として残っていることから、１事業がＢ評価となっています。また、

施策が健康づくり全般となっているため、男女共同参画の視点に立った健康の保持・増進に
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取り組むことが重要です。 

「Ⅲ-２ 子育て支援環境の充実」では、ほぼすべての事業でＡ評価となっています。平成

27年度からの子ども・子育て支援新制度の開始に向けて、各種子育て支援事業の充実を図っ

ています。また、地域子育て支援センターや児童館などの施設において、父親の子育てへの

参加を積極的に呼びかけるとともに、両親学級で父親同士の交流機会を設けました。しかし、

ＤＶと児童虐待との連携強化や現在配布している父子手帳の活用方法が課題として残ってい

ることから、２事業がＢ評価となっています。アンケートにおいても、市民の要望が高い分

野であることから、市民のニーズに応じた取組を強化することが必要です。 

「Ⅲ-３ 男女間のあらゆる暴力の根絶」では、約半数の事業でＡ評価となっています。Ｄ

Ｖ、セクシュアル・ハラスメントや虐待の防止に向けて、庁内・庁外問わず関係機関と連携

し、周知啓発や相談業務、早期発見などに努めました。しかし、セクシュアル・ハラスメン

ト防止の事業所への周知や暴力等の被害者の支援体制の強化が課題として残っていることか

ら、約半数の事業がＢ評価となっています。今後は、平成 25年度に策定した「下野市配偶者

等からの暴力対策基本計画」と連携し、取組を進めることが必要です。 

「Ⅲ-４ 生涯学習の充実」では、７割の事業でＡ評価となっています。地域において、男

女がともに協力し、自立できる社会づくりをめざして、各種教室や学習機会の充実を図りま

した。しかし、各種教室において、男女双方の参加しやすい環境づくりが課題として残って

いることから、３事業がＢ評価となっています。第一次プランの期間中は男性向けの講座の

充実に力を入れていましたが、アンケートでは女性の就業支援に寄与する講座への希望が高

いことから、充実を図ることが必要です。 

「Ⅲ-５ 高齢者や障害者が安心して暮らせる環境の整備」では、６割の事業でＡ評価とな

っています。高齢者全般に対し、男女が共に参加できる、生きがいづくり、介護予防に関す

る各種事業を実施しました。また、障がいのある人のいる家庭に向けて、相談しやすい環境

づくりを行いました。しかし、事業によっては、男女共同参画の視点から配慮した点が、男

女双方が参加しやすい環境づくりやパンフレットの配布などの情報提供のみの実施となって

いることから、５事業がＢ評価となっています。今後は、高齢者や障がいのある人が安心し

て暮らせる環境づくりに向けて、様々な活動・団体の新規参加者の増加や相談窓口の周知に

努めることが重要です。 

「Ⅲ-６ 地域コミュニティ活性化の推進」では、ほぼすべての事業でＡ評価となっていま

す。男女がともに地域コミュニティ活動に参加できるよう、加入や活動のしやすい環境づく

りを行いました。しかし、活動内容の周知や参加者の拡大が課題として残っていることから、

１事業がＢ評価となっています。下野市は女性の自治会長の割合が県内で最も高いものの

5.5％となっており、引き続きコミュニティ活動における男女共同参画の推進が必要となって

います。 
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４ 下野市の男女共同参画をめぐる主な課題と方向性 

統計データ、アンケート調査結果、進捗状況調査から把握した下野市の特徴と課題を踏ま

え、本プランで特に重要になると考えられる課題と今後の方向性は以下のとおりです。 

 

（１）あらゆる分野において女性が活躍できる環境づくり 

■アンケート調査によると、男女共同参画に関する意識は高まりつつあるものの、依然とし

て実践や行動につながっていない状況です。そのため、今後、下野市において男女共同参

画をさらに一歩進めていくためには、「実践や行動につなげるための取組」が必要です。 

■女性の望ましい働き方の意識では、子どもが大きくなってからの再就職を希望する割合が

最も多くなっています。しかし、正社員での継続だけではなくパートタイムへの切り替え

も含めると、就業を継続する割合が再就職を希望する割合を上回っています。特に、この

傾向は女性に強くみられており、就労を継続したいという女性が働き続けられる環境づく

りが求められています。また、男女が共に家事や子育てを担い、市民がワーク・ライフ・

バランスを実現できる生活に向けた、男性の働き方の改革も含めた、より一層の取組が必

要です。 

■一方で、女性の活躍の場は、就労だけではありません。政策・方針決定の場への女性の参

画については、男女の比率にこだわらない人が多くなっている一方で、女性が増えたほう

がよいと感じている人も尐なくありません。そのためには、「男女の比率が偏らないように

積極的に女性に参加してもらうこと」が挙げられていることから、男女ともに、個人の能

力や適性に応じた参画が図られるような環境をさまざまな場面でつくっていく必要があり

ます。 

■女性は我が国最大の潜在力とも言われ、その活躍に大きな期待が寄せられています。女性

が本人の意思が尊重されながら自らの希望を実現し、持っている能力を十分に発揮するた

めにも、女性の活躍促進や男女共同参画の実現は、さらに加速して進めていかねばならな

い重要事項となっています。そのため、国の動向とも歩調を合わせながら、特に「女性」

に着目し、就業の継続や再チャレンジなどを促進し、男女が共に輝く社会づくりを進める

必要があります。 

 

（２）女性の活躍を支える基盤づくり 

■アンケート調査によると、男女が共に活躍する下野市をつくるためには、その活躍を支え

る子育て支援サービスの充実と介護サービスの充実が重要となっています。 

■また、女性は妊娠や出産をする可能性もあるなど、生涯を通じて男女は異なる健康上の問

題に直面することに男女とも留意する必要があり、「リプロダクティブ・ヘルス／ライツ※1」

の視点が重要となっています。さらに近年は、女性の就業等の増加、晩婚化等婚姻をめぐ

                                                   
※1 20ページ参照。 
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る変化、平均寿命の伸長等に伴う女性の健康に関わる問題の変化に応じた対策が必要です。 

■また、国において、非正規雇用労働者やひとり親、高齢者・障がい者など、生活上の困難

に陥りやすい女性が増加している中で、セーフティネットの機能として、貧困など生活上

の困難に対応するとともに、貧困等を防止するための取組や女性が長期的な展望に立って

働けるようにすることが重要であるとの考え方を示しています。 

■育児だけではなく、老後への生活に対しても不安が高まっており、介護など男女が協力し

て高齢者の生活を支えていける体制だけではなく、ワーク・ライフ・バランスの延長線上

にある人生を、心身ともに健康的に過ごせる環境づくりと、安心して生活していける支援

を行うことが求められています。 

 

（３）男女共同参画の実現に向けた意識づくり 

■意識啓発について、男女共同参画に対する意識は高まっているものの、依然として男女間

での意識の差があることから、引き続き、人権尊重や男女共同参画に関する意識啓発に努

めるとともに、内容まで理解してもらえるよう、分かりやすい周知・啓発に努める必要が

あります。 

■また、子どものころに養われた男女平等や男女共同参画意識がライフステージの中で一層

醸成されていくよう努めるとともに、生涯学習など多様な学習機会の場を確保し、周知し

ていくことが必要です。その際、将来的な男女共同参画社会に実現に向けて、若年層に向

けたアプローチが重要となっています。 

■市が実施する男女が共に輝く社会づくりに関する事業で、参加してみたいと思うものにつ

いて、特に女性で就業につながる事業への参加意向が高くなっており、本市では子育て後

の就業を希望する割合が高いことから、就業をサポートするような講座の開催が有効です。 

■ＤＶの被害経験がある人は尐なからずみられます。そのため、ＤＶの被害を受けた場合に

適切に対処できるよう、若い世代からＤＶそのものへの認識を深めていく必要があるとと

もに、相談体制の整備・相談窓口の周知が重要となっています。 
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第３章 計画の基本的な考え方と方向性 
 

１ 基本理念と将来像 

下野市だれもが輝く男女共同参画社会づくり条例は、下野市における男女共同参画のまちづ

くりの基礎となることから、本プランの基本理念においても、条例に示した７つの基本理念に

基づくものとします。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

さらに、上記の基本理念のもと、今後５年間の計画期間において以下のように将来像を設定

し、その実現をめざします。 

 

 

  

 

①男女の人権の尊重 

⑦性同一性障がい者

等に対する配慮 

【将来像】 

 

⑥国際的協調 

⑤男女の生涯にわた

る健康の確保 

④家庭生活における

活動と他の活動の両

立 

③政策等の立案及び

決定への共同参画 

②社会における制度

又は慣行についての

配慮 

「下野市だれもが

輝く男女共同参画

社会づくり条例」に

掲げる基本理念 
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２ 基本目標 

本プランでは、基本理念に基づき、男女共同参画社会の実現に向けて取り組むべき３つの基

本目標を次のように定めます。 

 

 

 

 

職場における男女共同参画、子育て支援の気運の醸成を図り、仕事を持つ男女のワーク・ラ

イフ・バランスを推進します。また、女性の就労継続や再就職支援などを推進するとともに、

男性の働き方の改革などを進め、男女がともにいきいきと働き続けられる職場環境づくりを促

進します。 

また、さまざまな分野で多様な価値観と発想が取り入れられるよう、政策や方針の決定過程

に男女が対等に参画できる環境づくりを進めるとともに、地域活動や防災などの分野において

も積極的に女性の参画を促すなど、あらゆる分野で女性が活躍できる環境づくりを進めます。 

 

 

 

 

男女がともに、あらゆる分野において活躍することができるよう、家庭生活と仕事や地域活

動など他の活動の両立に向けて、子育て・介護にかかる支援を充実します。 

また、ひとり親や貧困を抱える家庭をはじめとする困難を抱える多様な家庭が安心して暮ら

せるよう、環境を整備します。 

さらに、男女が互いの身体の特徴を十分に理解したうえで、生涯にわたり健康的な生活を営

むことができるよう、性に関する正しい知識や情報の提供を行うとともに、人生の各段階に応

じた健康支援に取り組むなど、女性の活躍を支える基盤づくりを進めます。 

 

 

 

 

家庭や地域などあらゆる場において、固定的な性別役割分担意識にとらわれることなく、誰

もが自分らしく生きることができるよう、男女共同参画について理解を深めるための啓発活動

や教育・学習機会を通じて、男女共同参画の意識を育みます。 

また、ＤＶや各種ハラスメントをはじめとする、あらゆる暴力・性による差別的行為の根絶

に向けて、暴力防止に関する啓発、被害者に対する支援体制の充実を図ります。 

さらに、国際的協調の観点から、国際交流及び教育などの国際理解を推進し、国際的視野を

持った男女共同参画の推進を図るなど、男女共同参画の実現に向けた意識づくりを進めます。 

  

基本目標Ⅰ あらゆる分野において女性が活躍できる環境づくり 

基本目標Ⅱ 女性の活躍を支える基盤づくり 

基本目標Ⅲ 男女共同参画の実現に向けた意識づくり 
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３ 施策の体系 

 

           

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 

 

 

 

 

 

 

 

  

基本理念 将来像 基本目標 施策の方向 

お
互
い
を
理
解
し
尊
重
す
る 

心
豊
か
な
社
会
の
実
現
を
め
ざ
す
下
野
市 

 

①男女の人

権の尊重 

Ⅰ あらゆる分野

において女性

が活躍できる

環境づくり 

１ 男女がともに働き続け

られる職場づくりへの支

援 

２ 意思決定の場への女性

の参画拡大 

３ 男女がともに担う地域

社会づくりへの支援 

Ⅱ 女性の活躍を

支える基盤づ

くり

Ⅲ 男女共同参画

の実現に向け

た意識づくり 

１ 男女共同参画に関する

教育・啓発や意識・機運

づくり 

２ 男女間のあらゆる暴力

の根絶 

３ 国際的な視点からの男

女共同参画の推進 

②社会にお

ける制度

又は慣行

について

の配慮 

③政策等の

立案及び

決定への

共同参画 

④家庭生活

における

活動と他

の活動の

両立 

⑤男女の生

涯にわた

る健康の

確保 

⑥国際的協

調 

⑦性同一性

障がい者

等に対す

る配慮 

２ 男女の活躍を支える介

護サービスの充実 

３ 困難を抱えた男女が安

心して暮らせる環境の整

備 

１ 男女の活躍を支える子

育て支援サービスの充実 

４ 性別や年代に応じた心

身の健康づくりへの支援 
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第４章 プランの内容 
 

基本目標Ⅰ あらゆる分野において女性が活躍できる環境づくり 

 

施策の方向Ⅰ-１ 男女がともに働き続けられる職場づくりへの支援 

►►基本方針 

男女共同参画社会の実現には、男女が社会のあらゆる分野に対等に参画し、その責任を

分かち合うことが求められています。特に、就業は生活の経済的基盤であり、自己実現に

つながるものです。尐子・高齢化やグローバル化が進む中で、働きたい人が性別にかかわ

りなくその能力を十分に発揮できる社会づくりは、我が国の経済社会の持続可能な発展や

企業の活性化という点からも、極めて重要な意義を持つと考えられます。 

しかしながら、我が国では、Ｍ字カーブ問題が解消されておらず、子育てや介護等の理

由により就業を希望しながら働けていない女性が多く、非常に大きな損失となっていま

す。このことから、就業を希望する男女が仕事と子育て・介護等の二者択一を迫られる

ことなく働き続け、その能力を十分に発揮することができるよう、仕事と生活の調和（ワ

ーク・ライフ・バランス）、ライフイベントに対応した多様で柔軟な働き方の実現が喫緊

の課題となっています。 

そのため、企業や事業主等に向けて、男女がともに働きやすい職場づくりなど、男女共

同参画の積極的な取組を促進するよう啓発活動を進めることで、女性が生涯を通じて経済

的に自立し、ライフスタイルに合わせて働き続けながら安心して子どもを産み、育ててい

ける下野市を目指します。 

 

►►数値目標 

指標 
数値目標 

担当課 現状値 
（平成 26年度） 

目標値 
（平成 32年度） 

職場での募集や採用において男女が平等となっ

ていると思う市民の割合＊ 
51.9％ 57％ 市民協働推進課 

 

►►市が取り組むこと 

No 施策 施策内容 

1 
均等な雇用機会と

待遇の確保 

雇用機会や待遇においての男女平等の確保のため、「男女雇用機

会均等法」などの勤労に関わる法と制度の定着が図られるよう、

企業等への普及・啓発を図ります。 

主な事業 担当課 

☀企業や事業主等への「男女雇用機会均等法」の

周知 
市民協働推進課

商工観光課 

＊平成 26年度実施市民意識調査 
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No 施策 施策内容 

☀公共職業安定所等との連携による相談対応 商工観光課 

2 

男女の能力が活か

せる職場環境の整

備 

意欲ある男女がその能力を十分に活かせる職場環境の整備を促

進するため、企業や事業主等に対する情報提供・啓発活動に努め

るとともに、各種表彰制度や認定制度の取得に向けた支援を行い

ます。 

主な事業 担当課 

☀職場における慣習的な男女差別意識改善のため

の啓発活動の推進 

市民協働推進課 

商工観光課 

☀両立支援等助成金制度等の周知 商工観光課 

☀両立支援推進のための情報提供 商工観光課 

☀各種表彰制度や認定制度の啓発・情報提供 商工観光課 

3 

ワーク・ライフ・バ

ランスの実現に向

けた市民への普

及・啓発 

市民に向けて、ワーク・ライフ・バランスの考え方や具体的な

取組方法等についてわかりやすく情報提供するセミナーの開催や

事例紹介を行います。 

主な事業 担当課 

☀ワーク・ライフ・バランスに関連するセミナー・

講座等の実施 
生涯学習文化課 

☀働く人や企業・事業主に対する仕事と家庭の両

立支援と働き方の見直しについての普及・啓発 
商工観光課 

☀ワーク・ライフ・バランスの取組事例の紹介 市民協働推進課 

4 

農業・商工自営業に

おけるパートナー

シップの促進 

農業や商工自営業における慣習的な性別役割分担意識の改善

と、女性の地位や収入の確保を図るための啓発活動、研修の実施

及び相談体制の充実を図ります。 

主な事業 担当課 

☀女性の地位や収入の確保を図るための啓発活

動、研修・相談の実施 
農政課 

商工観光課 

☀農業者世帯における家族経営協定の締結の普及

促進 
農業委員会 

5 

女性のチャレン

ジ・再チャレンジへ

の支援 

就労や地域での活躍など、女性がいつまでもチャレンジできる

環境を整えるため、キャリアアップのための情報提供を行うとと

もに、就業に関する相談事業を実施します。 

主な事業 担当課 

☀ハローワークのマザーズコーナー等との連携に

よる女性の就業支援の実施 
商工観光課 

☀女性起業家創業資金制度を活用した女性の起業

に向けた支援 
商工観光課 

 

►►市民の行動目標 

❖働き方や個性・能力に応じた役割分担によるワーク・ライフ・バランスの実現に向けて、

自分の望む姿を考え、実現してみましょう。 

❖女性の意欲に応じてチャレンジできる職場環境づくりに取り組みましょう。 
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施策の方向Ⅰ-２ 意思決定の場への女性の参画拡大 

►►基本方針 

我が国において、女性は人口の半分、労働力人口の４割余りを占め、政治、経済、社会

など多くの分野の活動を担っています。今後、ますます女性の活躍が進むことは、女性だ

けではなく、男女がともに暮らしやすい社会の実現につながるものであると考えられます。 

国では、平成 15 年に「社会のあらゆる分野において、2020 年までに、指導的地位に女

性が占める割合が、尐なくとも 30％程度となるよう期待する」との目標を掲げ、取組を進

めてきました。しかし、この目標が十分に国民の間で共有されなかったこともあり、我が

国における女性の参画は、諸外国と比べて低い水準にとどまっています。 

このような国の流れを受けて、下野市においても、審議会等の女性委員の割合を 30％

以上にすることを目標に掲げており、各課において、それぞれ推進を図った結果、平成

26年４月１日現在で 33.6％と目標達成に至っています。しかし、女性がいない審議会等

が見られるため、引き続き推進することが必要です。 

そのため、市審議会等の委員への女性の参画を推進し、政策や方針決定過程への女性の

参画を拡大するとともに、職場や地域活動の場における女性の参画についても促進し、意

思決定の場に多様な視点を取り入れることで、男女がともに暮らしやすい下野市を目指し

ます。 

 

►►数値目標 

指標 
数値目標 

担当課 現状値 
（平成 26年度） 

目標値 
（平成 32年度） 

市の審議会等委員における女性の割合 33.6％ 40％ 市民協働推進課 

 

►►市が取り組むこと 

No 施策 施策内容 

1 
政策決定への男女

共同参画の促進 

女性の視点を反映させ、市の政策や方針決定の過程への男女共

同参画を推進するため、審議会・委員会等への女性委員の登用を

促進します。また、市職員の管理職等についても、公正・公平な

能力評価により積極的に女性の登用を図ります。 

主な事業 担当課 

☀審議会・委員会等への女性参画比率目標の設定

による女性登用の促進 
市民協働推進課 

2 

企業や団体におけ

る方針決定への男

女共同参画の促進 

職場内での性別役割分担意識の改善や企業を支える貴重な人材

として女性の能力の適切な評価に基づき、方針決定の過程への男

女共同参画が図られるよう、ポジティブアクションの実施につい

て企業や団体への啓発活動を推進します。 

主な事業 担当課 

☀企業や団体における男女共同参画促進のための

啓発 
市民協働推進課 

商工観光課 
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No 施策 施策内容 

☀ポジティブアクションの実施に向けた啓発 
市民協働推進課

商工観光課 

3 

地域活動での方針

決定への男女共同

参画の促進 

地域活動やボランティア活動などの方針決定に際して、男女共

同参画を促進するための啓発活動を推進するとともに、女性もリ

ーダーとして積極的に参画できるよう情報や研修の機会を提供し

ます。 

主な事業 担当課 

☀若手女性リーダーの養成・研修機会の提供 生涯学習文化課 

☀自治会を対象とした出前講座の実施 市民協働推進課 

4 

農業・商工自営業に

おける経営への男

女共同参画の促進 

農業や商工自営業における経営方針決定等への女性の参画を促

進するため、各種研修会の実施や交流・情報交換の機会づくりな

どを積極的に推進します。 

主な事業 担当課 

☀農業や商工・自営業経営への男女共同参画に関

する研修会の実施や意識改革のための啓発活動 

農業委員会 

農政課 

商工観光課 

 

►►市民の行動目標 

❖市政へ関心をもち、審議会等の委員に積極的に参画しましょう。 

❖男女がともに積極的に地域活動に参画しましょう。 
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施策の方向Ⅰ-３ 男女がともに担う地域社会づくり 

►►基本方針 

男女共同参画社会の実現には、男女が社会のあらゆる分野に対等に参画し、その責任を

分かち合うことが求められています。そのためには、個人の生活を取り巻く身近な地域社

会での意識の変化や男女がともに意思決定過程に参画することが鍵となります。 

しかし、市民の日々の生活の場である地域社会においても、固定的な性別役割分担意識

が根強く残り、地域活動自体に男女共同参画の視点が十分に生かされていない、また、意

思決定に関わる役職の多くが男性に偏っているなどの現状があります。下野市ではこのよ

うな状況を打開するため、地域の様々な活動において、男女がともに積極的に参画できる

環境づくりに努めてきました。その結果、男女がともに活動自体の運営に関わり、女性

も役職につき、積極的に発言をしているという、良い傾向がみられています。 

そのため、引き続き、男女双方が地域活動において、その個性や能力を発揮するとと

もに、意思決定過程に参画できる環境を整備することで、多様な視点が活かされ、男女

がともに住み慣れた地域で豊かに暮らせる下野市を目指します。 

 

►►数値目標 

指標 
数値目標 

担当課 現状値 
（平成 26年度） 

目標値 
（平成 32年度） 

自治会活動など地域活動の場において男女が平

等となっていると思う市民の割合＊ 
31.5％ 40％ 市民協働推進課 

 

►►市が取り組むこと 

No 施策 施策内容 

1 
地域活動への男女

共同参画の促進 

男女がともに地域活動やボランティア活動、ＰＴＡ活動などに

参画できるよう、意識・環境づくりを進めます。 

主な事業 担当課 

☀地域活動における性別役割分担の見直しの促進 市民協働推進課 

2 
団体活動の支援と

連携の促進 

男女がともに自己実現を果たすため、団体活動を支援するとと

もに、団体間の更なる連携を促進します。 

主な事業 担当課 

☀女性の自主的活動の支援と団体間の連携支援 生涯学習文化課 

3 

男女がともに参画

する安全な地域社

会づくり 

地域の防災・防犯活動が固定的な性別役割分担意識にとらわれ

ず、男女双方の参画が促進されるよう、働きかけます。 

主な事業 担当課 

☀自主防災組織への参画 安全安心課 

☀地域防犯活動への参画 安全安心課 

►►市民の行動目標 

❖性別や年齢にかかわらず、主体的・自発的に地域活動に取り組みましょう。 

❖活動団体においては、性別によらない運営を行いましょう。  

＊平成 26年度実施市民意識調査 
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基本目標Ⅱ 女性の活躍を支える基盤づくり 

 

施策の方向Ⅱ-１ 男女の活躍を支える子育て支援サービスの充実 

►►基本方針 

子育ては、女性にとっても男性にとっても人々の安心や未来を支える重要な役割です。

しかし、家庭における役割分担においては、女性が家事や子育てなどの家庭生活の大部分

を担っているという現状があります。仕事と子育ての両立の困難さを理由に仕事を続ける

ことをあきらめてしまう女性も多く、就業の場で女性の定着が進まない大きな要因となっ

ています。 

一方で男性の労働時間は長時間化する傾向にあり、男性が積極的に子育て等の家庭生活

へ参画できないことも問題となっています。また、尐子・高齢化が進み、核家族化など家

族形態が多様化している現代では、子育てに対しての負担感が増加している現状もありま

す。 

男女ともに、自らが希望するバランスで、仕事と生活の調和を進めるためには、子育て

に男女がともに参画することついての理解の促進と、保育所等の施設整備などの子育て環

境の整備が必要です。 

そのため、多様な働き方や子育てニーズなどに対応したきめこまやかな子育て支援サー

ビスを充実するとともに、地域全体で子育て支援に取り組むことで、誰もが安心して子育

てをしながら仕事や地域活動に参画できる下野市を目指します。 

 

►►数値目標 

指標 
数値目標 

担当課 現状値 
（平成 26年度） 

目標値 
（平成 32年度） 

保育所の待機児童数 1人＊ 0人 こども福祉課 

乳幼児健康診査対象児の状況把握の割合 100％ 100％ 健康増進課 

 

►►市が取り組むこと 

No 施策 施策内容 

1 
子育て支援事業の

充実 

共働きや核家族の増加、多様な就業形態に対応しつつ、次代を

担う子どもたちを健やかに育てていくため、ニーズに対応した子

育て支援事業の充実を図ります。 

主な事業 担当課 

☀民間で組織・運営している保育所や学童保育に

対する支援 
こども福祉課 

☀低年齢児童の受け入れ態勢の充実 こども福祉課 

☀学童保育、０歳児保育、障がい児保育など、多

様なニーズに対応した保育事業等の促進 
こども福祉課 

☀ファミリー・サポート・センター事業の充実 こども福祉課 

＊平成 27年４月１日時点 
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No 施策 施策内容 

2 

子育てに関する情

報提供・相談体制の

充実 

市で実施している子育て支援事業が必要な人に適切に利用され

るよう、情報提供や相談体制の充実を図ります。 

主な事業 担当課 

☀子育てに関する情報の発信 
こども福祉課 

健康増進課 

☀地域子育て支援センター、児童館、保健福祉セ

ンター等における相談体制の充実 
こども福祉課 

☀利用者支援事業の実施 こども福祉課 

3 

父親参加の子育て

に向けた支援の推

進 

子育てにおける男性の参加を促進するため、男性の意識改革を

促進するとともに、両親ともに参加する講座を提供し、家庭内の

子育て環境づくりを支援します。 

主な事業 担当課 

☀父子手帳の配布と活用による意識啓発の推進 健康増進課 

☀両親学級、子育て支援講座等への父親参加の促

進 

健康増進課 

生涯学習文化課 

☀「育児・介護休業法」や「育児・介護休業制度」

等の周知 

市民協働推進課 

健康増進課 

商工観光課 

 

►►市民の行動目標 

❖自ら子育て支援や事業の情報を入手するように努めましょう。 

❖男女が共に子育てに積極的に関われるよう、家庭内で話し合いましょう。 

❖地域全体で子育てを支援するという意識を持ちましょう。 
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施策の方向Ⅱ-２ 男女の活躍を支える介護サービスの充実 

►►基本方針 

我が国は、世界のどの国も経験したことのないスピードで高齢化が進んでいます。平成

19年には高齢化率が 21％を超え、いわゆる「超高齢社会」に突入し、平成 26年 10月時点

で過去最高の 26.0％となっています。また、平成 32年には団塊の世代がすべて 75歳以上

の後期高齢者となり、日本はまさに「大介護時代」を迎えることになります。このように

増加し続ける高齢者の介護を、誰が担っていくのかが、社会全体の大きな課題となってい

ます。 

平成 25年の国民生活基礎調査によると、介護者の約７割を女性が占めているものの、男

性の介護者が増加しています。共働き世帯の増加や、家庭内の役割分担意識の変化、未婚

男性の増加などから、今後さらに男性が介護に携わる必要性が高まると考えられます。 

育児は成長に応じて予定を立てることができますが、介護が必要になる状況は、突然に

生じることが多くなっています。男女ともに、家族等に介護・介助が必要な状況になって

も、仕事など自らの活動と両立を図ることができるよう、介護・介助に関する支援の充実

や情報提供・相談体制を充実することが必要です。 

そのため、高齢者や障害者の介護・介助に対する環境整備や制度活用、理解の促進を図

り、地域全体で介護・介助支援に取り組める環境を整備することで、仕事と介護・介助を

両立できる下野市を目指します。 

 

►►数値目標 

指標 
数値目標 

担当課 現状値 
（平成 26年度） 

目標値 
（平成 32年度） 

家族の介護を理由にやむを得ず仕事を辞めたこ

とがある市民の割合＊ 
4.5％ 0％ 市民協働推進課 

家族介護支援事業の実施回数 年 12回 年 15回 高齢福祉課 

 

►►市が取り組むこと 

No 施策 施策内容 

1 

介護・介助者の負担

軽減のための支援

の充実 

自宅で介護・介助に携わる人の負担の軽減を図るため、介護・

介助の仕方を学ぶ教室を開催するとともに、様々なサービスの提

供に努めます。 

主な事業 担当課 

☀家族介護支援事業（ほっと介護教室・介護者交

流会等）の実施 
高齢福祉課 

☀高齢者福祉サービス、介護保険サービスの提供 高齢福祉課 

☀家族支援（交流会、学習機会の提供等）の実施 社会福祉課 

☀障害福祉サービス等の提供 社会福祉課 

2 
介護・介助に関する

情報提供・相談体制

市で実施している介護サービスや障害支援サービスが必要な人

に適切に利用されるよう、情報提供や相談体制の充実を図ります。 

＊平成 26年度実施市民意識調査 
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No 施策 施策内容 

の充実 主な事業 担当課 

☀介護サービス等に関する情報の発信 高齢福祉課 

☀地域包括支援センター等における相談体制の充

実 
高齢福祉課 

☀障害福祉サービス等に関する情報の発信 社会福祉課 

☀障がい者相談支援センター等における相談体制

の充実 
社会福祉課 

 

►►市民の行動目標 

❖固定的な役割分担意識を払拭し、家族みんなで介護・介助に取り組みましょう。 

❖家族で抱え込まず、困ったときは相談し、公的サービスを利用しましょう。 
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施策の方向Ⅱ-３ 困難を抱えた男女が安心して暮らせる環境の整備 

►►基本方針 

我が国においては、未婚・離婚率の増加や高齢化の進行により、ひとり親家庭や高齢者

の単身世帯が増加しています。女性の仕事は、長らく家計の補助的収入を得るものとみな

されてきたこともあり、一般的に母子家庭や女性の高齢単身世帯では厳しい経済状況に置

かれがちな傾向にあり、一方で、父子家庭や男性の高齢単身世帯では、地域でのネットワ

ークが尐なく、孤立しがちな傾向にあると言われています。 

また、グローバル化の進展に伴い、市内在住の外国人が増加しており、国際結婚などに

より、外国人の親を持つ子どもも増加しています。外国人は言語や文化・価値観の違いな

どから、地域において孤立しやすい状況にあることが指摘されています。 

このような人々が直面しうる生活上の困難に対応すべく、男女共同参画の視点に立ち、

関係機関との連携を強化しつつ、経済的な自立支援、各種サービスの充実など、多方面か

らの環境の整備を行い、ひとり親家庭、高齢者、障がい者、外国人や性同一性障がい者な

ど、様々な困難に置かれている男女が安心して暮らせる下野市を目指します。 

 

►►数値目標 

指標 
数値目標 

担当課 現状値 
（平成 26年度） 

目標値 
（平成 32年度） 

地域ふれあいサロンの設置数 14か所 23か所 高齢福祉課 

婦人相談員兼母子・父子自立支援員の配置 １人 ２人 こども福祉課 

指定特定相談事業所※３数 ５か所 ７か所 社会福祉課 

 

►►市が取り組むこと 

No 施策 施策内容 

1 

ひとり親家庭や生

活困窮者等に対す

る支援の充実 

ひとり親家庭や貧困など、生活上の困難に直面する男女に対し、

国や県との連携のもと、情報の提供や相談を行うとともに、就労・

学習などの機会を提供するなど、自立に向けた支援を行います。 

主な事業 担当課 

☀ひとり親家庭に対する相談体制の充実 こども福祉課 

☀ひとり親家庭に対する就労支援の実施 
こども福祉課 

社会福祉課 

☀生活困窮者に対する相談体制の充実 社会福祉課 

☀生活困窮者等の子どもに対する学習支援の実施 社会福祉課 

2 

高齢者が安心して

暮らせる環境の整

備 

高齢者が家庭や地域で安心して暮らせるよう、介護予防に取り

組むとともに、生きがいをもって活躍できるよう、就業機会や社

会活動への参加機会を提供します。 

主な事業 担当課 

                                                   
※３ 指定特定相談事業所：障害福祉サービス等を申請した障がいのある方へのサービス等利用計画の作成等の

支援を行った際に、市から計画相談支援給付費又は障害児相談支援給付費の支給が認められている事業所。 
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No 施策 施策内容 

☀介護予防事業の充実 高齢福祉課 

☀シルバー人材センターや公共職業安定所等と連

携した高齢者の就労機会の充実 

高齢福祉課 

商工観光課 

☀高齢者の社会活動への参加機会の充実 生涯学習文化課 

3 

障がいのある人が

安心して暮らせる

環境の整備 

障がいのある人が家庭や地域で安心して暮らせるよう、就業の

機会や社会活動への参加機会を提供します。 

主な事業 担当課 

☀障がい者の就労機会の確保と充実 
社会福祉課 

商工観光課 

☀障がいのある人の社会活動への参加機会の充実 社会福祉課 

☀障害者差別解消支援地域協議会の設置による相

談体制の整備 
社会福祉課 

4 

外国人が安心して

暮らせる環境の整

備 

市内で生活する外国人に対し、文化・言語・価値観の違いによ

り困難を抱えることがないよう、情報提供体制や相談体制を充実

します。 

主な事業 担当課 

☀多言語による情報提供の充実 市民協働推進課 

☀外国人向けの相談体制の整備 市民協働推進課 

☀日本語教室の実施 市民協働推進課 

5 

性同一性障がい者

等が安心して暮ら

せる環境の整備 

性同一性障がい者等が地域で安心して暮らしていけるよう、

様々な機会を通じて啓発に努めるとともに、あらゆる場において

配慮した対応を行います。 

主な事業 担当課 

☀性同一性障がい等に関する啓発・情報の提供 市民協働推進課 

☀窓口業務等における性同一性障がい等に配慮し

た対応の実施 
市民課 

 

►►市民の行動目標 

❖尐しでも困ったことがあれば、関係機関に相談しましょう。 

❖相手を思いやる心を持ち、困っている人がいれば関係機関につなぎましょう。 
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施策の方向Ⅱ-４ 性別や年代に応じた心身の健康づくりへの支援 

►►基本方針 

男女が互いの身体的性差を十分に理解し合い、人権を尊重しつつ、相手に対する思いや

りを持って生きていくことは、男女共同参画社会の形成に当たっての前提と言えます。心

身及びその健康について正確な知識・情報を入手することは、主体的に行動し、健康を享

受できるようにしていくために必要です。特に、女性は妊娠・出産や、女性特有の更年期

疾患を経験する可能性があるなど、生涯を通じて男女は異なる健康上の問題に直面するこ

とに、男女ともに留意する必要があり、「リプロダクティブ・ヘルス／ライツ（性と生殖に

関する健康と権利）※１」の視点が重要となっています。 

そのため、男女がその健康状態や思春期、妊娠・出産期、更年期、高齢期等のライフス

テージに応じて、生涯を通して的確に自己管理ができるよう支援するとともに、性差を踏

まえた心身の健康づくりや生活習慣病の予防に向けた支援を行うことで、生涯を健康に暮

らせる下野市を目指します。 

 

►►数値目標 

指標 
数値目標 

担当課 現状値 
（平成 26年度） 

目標値 
（平成 32年度） 

リプロダクティブ・ヘルス／ライツ※１を知って

いる、または聞いたことがある市民の割合＊ 
21.7％ 27％ 市民協働推進課 

乳がん検診の受診率 31.1％ 60％以上 健康増進課 

 

►►市が取り組むこと 

No 施策 施策内容 

1 

生涯にわたる女性

の健康管理・母子保

健医療等の充実 

母性の保護や生涯にわたる女性の健康・健全な生活の確保のた

め、女性特有の症状や病気、性に関する病気等に対応した知識の

普及や健康診査、母子保健医療等の充実を図ります。 

主な事業 担当課 

☀骨粗しょう症や更年期障害、子宮がんや乳がん

など、女性に特有の症状・病気、性に関する病

気等の正しい知識の普及 

健康増進課 

☀女性に特有の症状・病気、性に関する病気等の

健康診査の充実 
健康増進課 

☀女性に特有の症状・病気、性に関する病気等の

健康相談・助成体制等の充実 
健康増進課 

☀妊産婦に対する健康診査や健康教育・指導など、

母子保健対策・助成等の支援体制の充実 
健康増進課 

☀リプロダクティブ・ヘルス／ライツの普及・啓

発 
健康増進課 

☀男女の性差を理解するための学習・啓発活動の

充実 
健康増進課 

                                                   
※１ 20ページ参照。 

＊平成 26年度実施市民意識調査 
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No 施策 施策内容 

2 健康診査の充実 

男女に関わらず、生涯を通じて健康を保持できるよう、健康診

査の充実を図ります。 

主な事業 担当課 

☀特定健診・特定保健指導の実施 
健康増進課 

市民課 

☀ヤング健診の実施 健康増進課 

3 
保健指導の充実及

びスポーツの推進 

疾病予防に留まらない保健指導を充実させるとともに、市民総

スポーツ〝ひとり 1スポーツ″の推進による健康づくりを推進し

ます。 

  

☀ライフステージに合わせた保健指導の実施 健康増進課 

☀生涯スポーツの推進 スポーツ振興課 

 

►►市民の行動目標 

❖定期的に健康診査やがん検診等の各種検診を受診し、健康の保持に努めましょう。 

❖妊娠出産や更年期疾患など、女性特有の健康上の問題について理解を深めましょう。 

❖自分に合った運動方法を見つけ、定期的な運動習慣を身につけましょう。 
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基本目標Ⅲ 男女共同参画の実現に向けた意識づくり 

 

施策の方向Ⅲ-１ 男女共同参画に関する教育・啓発や意識・気運づくり 

►►基本方針 

男女が、社会のあらゆる分野に主体的に参画していくためには、その個性と能力を十分

に発揮できるよう、多様な生き方が尊重されなければなりません。 

男女共同参画社会基本法が制定されて 15年が経過し、本市においても様々な機会を通じ、

男女共同参画に関する情報提供、啓発活動やあらゆる機会を通じた教育・学習機会の提供

に努めてきました。その結果、本市においても、男女共同参画に対する意識は高まってい

るものの、依然として、男女間での意識の差や性別に基づく固定的な役割分担意識は根強

く残っています。長い時間をかけて形成された固定的な性別役割分担意識は、すぐに払拭

できるものではありませんが、自ら希望する生き方を主体的に選択できるよう、市民や企

業など、社会を構成するあらゆる人々が、性別にとらわれない生き方への理解を深めるこ

とは、男女共同参画社会を実現する上での基盤であり、社会の持続的な発展のためには不

可欠であると考えられます。 

そのため、引き続き、男女共同参画に関する情報提供、啓発活動やあらゆる機会を通じ

た教育・学習機会を提供することで、男女共同参画が正しく理解される下野市を目指しま

す。 

 

►►数値目標 

指標 
数値目標 

担当課 現状値 
（平成 26年度） 

目標値 
（平成 32年度） 

社会全体において男女が平等となっていると思

う市民の割合＊ 
12.2％ 18％ 市民協働推進課 

男女共同参画のつどいの若年層（40代まで）の

参加割合の増加 
20％ 30％ 市民協働推進課 

 

►►市が取り組むこと 

No 施策 施策内容 

1 
男女平等を推進す

る学校教育の推進 

男女がそれぞれの個性を活かしながら、能力をのばし、相互に

理解しあえる人間の育成をめざす教育を推進するため、各教科や

特別活動等をとおして、男女が互いに協力し尊重し合う態度を養

うとともに、適切な指導が可能となるよう教職員に対する啓発を

進めます。 

主な事業 担当課 

☀男女共同参画の視点に立った教科・教育内容の

充実 
学校教育課 

☀性別にとらわれないキャリア教育の実施 学校教育課 

☀学校における教職員の男女平等の推進 学校教育課 

＊平成 26年度実施市民意識調査 
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No 施策 施策内容 

2 

男女共同参画に関

する情報提供、啓発

活動の推進 

男女共同参画の正しい理解を促すため、様々な機会を活用した

情報提供や啓発イベント、講座などの意識啓発の機会を設けると

ともに、市民との協働による啓発事業などの取組を展開します。 

主な事業 担当課 

☀男女共同参画に関するフォーラム・シンポジウ

ム等の開催 
市民協働推進課 

☀広報、ホームページ、パンフレット等による啓発 市民協働推進課 

☀男女共同参画週間を活用した啓発活動の実施 市民協働推進課 

☀市民の意識調査の定期的な実施 市民協働推進課 

3 
人権と性の尊重意

識の醸成 

市民が人権や性に対する正しい理解と意識を持てるよう、小中

学生に対する性に関する正しい教育を実施するとともに、広く一

般市民に対する人権意識を啓発する事業を展開します。 

主な事業 担当課 

☀人権や性の尊重に関する学習機会の充実 
学校教育課 

生涯学習文化課 

☀発達段階に応じた性教育の充実 
学校教育課 

健康増進課 

☀人権週間を活用した啓発活動の実施 市民協働推進課 

4 

あらゆるメディア

における女性の人

権を尊重した表現

等の定着化の促進 

映像や書物、インターネット等メディア上の表現について、身

近な社会生活の上からも厳しい目で判断・選択し、人権を尊重し

た表現等の定着化を促進するため、学習機会や啓発活動を推進し

ます。 

主な事業 担当課 

☀メディア・リテラシー向上のための学習機会の

提供や啓発活動の推進 

学校教育課 

市民協働推進課 

☀公的刊行物や庁内文書に関する丌適切な表現の

積極的是正と、遵守すべき基準の周知 

総合政策課 

全課 

5 

男女の自立を支え

る教育・学習機会の

充実 

家庭や地域における固定的な役割分担意識を見直すとともに、

男女がともに協力し、自立できる社会づくりをめざし、各種教育・

学習機会の充実を図ります。 

主な事業 担当課 

☀男性の生活習慣自立等のための講座等の実施 
健康増進課 

生涯学習文化課 

☀女性の学習・就業のための講座等の実施 生涯学習文化課 

☀生涯学習・啓発のための冊子・パンフレットの

発行 
生涯学習文化課 

☀男女が家庭生活を営むために必要な知識・技能

等を習得する家庭科教育の推進 
学校教育課 

 

►►市民の行動目標 

❖男女共同参画に関する研修・講座に参加するなど、理解を深めるための学習に取り組み

ましょう。 

❖人権や性に対する正しい理解と意識を持つために、様々な学習機会を活用しましょう。 

❖家庭や地域における固定的な役割分担意識を見直しましょう。  
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施策の方向Ⅲ-２ 男女間のあらゆる暴力の根絶 

►►基本方針 

男女共同参画社会の基本となるのは人権の尊重です。だれもが生まれながらにして持っ

ている人間としての権利は、どのような時でも尊重されなければなりません。 

しかし、配偶者やパートナーからの暴力（ＤＶ）やセクシュアル・ハラスメントなどの

あらゆるハラスメント行為は犯罪ともなる行為を含む重大な人権侵害です。このようなあ

らゆる暴力は、決して許されるものではなく、男女共同参画社会の実現を大きく阻んでい

る現状があります。 

特に、ＤＶは、家庭内で行われているため、外部からの発見が困難であることや、社会

の理解が不十分で個人的な問題としてとらえられやすく、その被害が深刻化・潜在化しや

すいという傾向があります。本市では、平成 25年度に「下野市配偶者等からの暴力対策基

本計画」を策定し、配偶者等からの暴力の防止及び被害者の保護や自立支援のための施策

を総合的に実施しています。 

今後も引き続き、「下野市配偶者等からの暴力対策基本計画」と連携し、ＤＶ防止対策と

被害者への支援を行うとともに、あらゆるハラスメントやストーカー防止対策を推進する

ことで、あらゆる暴力が根絶した下野市を目指します。 

 

►►数値目標 

指標 
数値目標 

担当課 現状値 
（平成 26年度） 

目標値 
（平成 32年度） 

下野市女性相談（ＤＶ）ホットラインを知って

いる市民の割合＊ 
17.0％ 25％ 市民協働推進課 

殴る、蹴る、物を投げつけることもＤＶに含ま

れると知っている市民の割合＊ 
89.0％ 100％ 市民協働推進課 

 

►►市が取り組むこと 

No 施策 施策内容 

1 
ＤＶ防止対策と被

害者への支援 

「下野市配偶者等からの暴力対策基本計画」に基づき、ＤＶに

関する一層の広報・啓発を図るとともに、関係機関との連携のも

と、被害者の立場に立ったきめ細やかで切れ目のない支援を行い

ます。 

主な事業 担当課 

☀家庭、地域、職場、学校における啓発の充実 
市民協働推進課 

全課 

☀ＤＶに関する相談体制の充実 こども福祉課 

☀被害者の保護体制の充実 

こども福祉課 

安全安心課 

高齢福祉課 

☀被害者の自立支援の充実 

こども福祉課 

社会福祉課 

市民課 

＊平成 26年度実施市民意識調査 
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No 施策 施策内容 

学校教育課 

2 

あらゆるハラスメ

ントやストーカー

防止のための取組

の推進 

セクシュアル・ハラスメント、パワー・ハラスメントやマタニ

ティ・ハラスメント※34等、差別意識や無意識な慣習に根ざす肉体

的・精神的な全ての暴力の根絶のため、人権の尊重や暴力を許さ

ない社会意識の醸成に向けた啓発活動、意識改革のためのセミナ

ーの実施等、社会全体での取組を推進します。 

主な事業 担当課 

☀あらゆるハラスメントの防止のための労使双方

の啓発・情報提供 
商工観光課 

☀ストーカーの防止に向けた警察との連携 安全安心課 

 

►►市民の行動目標 

❖あらゆる暴力は個人の尊厳を侵害する行為であることを認識しましょう。 

❖身近に暴力を受けているような人がいたら、関係機関に連絡・相談しましょう。 

 

 

  

                                                   
※4 マタニティ・ハラスメント：「マタハラ」と呼ばれ、働く女性が妊娠・出産をきっかけに職場で精神的・肉

体的な嫌がらせを受けたり、妊娠・出産などを理由とした解雇や雇い止め、自主退職の強要で不利益を被

ったりするなどの不当な扱いを意味することばです。 
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施策の方向Ⅲ-３ 国際的な視点からの男女共同参画の推進 

►►基本方針 

今日まで、我が国の女性問題や男女共同参画の取組は、世界的な取組と共に進められて

きました。政治や経済、文化など社会の様々な分野で国際化が進んでいる中、男女共同参

画の取組も国際的な動きと連動し影響を受けながら進んでおり、国際社会の動向について

理解を深め、関心を高めていく必要があります。 

また、市民一人ひとりが国際的な視野で男女共同参画社会を認識することで、多様な文

化や価値観に触れ、違いを認め合う意識が醸成されることが期待されます。 

本市においても、男女共同参画の実現を国際的な課題としてとらえ、今後も男女共同参

画のための国際情報を収集し提供するとともに、国際交流を進めることで、国際的な視点

から男女共同参画を理解できる下野市を目指します。 

 

►►数値目標 

指標 
数値目標 

担当課 現状値 
（平成 26年度） 

目標値 
（平成 32年度） 

中学生の海外交流派遣事業応募者数 16人 20人 市民協働推進課 

 

►►市が取り組むこと 

No 施策 施策内容 

1 

男女共同参画のた

めの国際情報の収

集と提供 

国際的に広い視野をもって身近なところから男女共同参画を推

進するため、様々な国際情報の収集と提供に努めます。 

主な事業 担当課 

☀男女共同参画に関する様々な国際情報の収集と

提供 
市民協働推進課 

☀父親支援事業など、国際的な先進事例に関する

情報の収集と提供 
市民協働推進課 

☀国際的視野を持った地域リーダー養成のための

学習機会の提供 
生涯学習文化課 

2 

男女共同参画の視

点からの国際交流

の推進 

国際的な動向や先進諸国の制度等について学び、国際的視野を

広めるとともに多様な価値観を普及するため、国際交流を推進し

ます。 

主な事業 担当課 

☀国際交流活動の促進と支援の充実 市民協働推進課 

☀国際交流員や外国語指導助手等との交流活動の

促進 

市民協働推進課 

学校教育課 

☀姉妹都市との交流事業の促進 市民協働推進課 

 

►►市民の行動目標 

❖男女共同参画に関する国際的な動向を把握しましょう。 

❖国際交流に積極的に参加しましょう。 


